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木質バイオマス発電に係るライフサイクルＧＨＧに関する基準の適用制度について 

 

再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号。以下「再エネ特措

法」という。）に基づく木質バイオマス発電については、燃料の由来の確認を適切に行うことが必要で

あることから、「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」（平成 24 年 6 月林野

庁長官通知。以下「証明ガイドライン」という。）において、その取扱いが定められています。 

木質バイオマス発電については、燃料の収集・加工・輸送等に伴い大量の温室効果ガス（ＧＨＧ：

Ｇreenhouse Ｇas）の排出が懸念されるものがあることから、再エネ特措法に基づく FIT/FIP 制度の

下で、サプライチェーン全体でのＧＨＧ排出抑制を図ることとして、「事業計画策定ガイドライン（バ

イオマス発電）」（2017 年 3 月策定 資源エネルギー庁）に基づき、令和 5（2023）年度から木質バイオ

マスのライフサイクルＧＨＧに関する基準の適用制度が開始されました。 

これにより、輸入木質バイオマスについては、ＧＨＧ排出量に関する第三者認証を受けることが必

要とされました。一方、国内で生産する木質バイオマスについては、証明ガイドラインを活用するこ

とによりＧＨＧ基準への適合を確認することができることとされ、令和 6（2024）年 4 月の証明ガイ

ドラインの改正によりＧＨＧ関連情報の取扱いが定められました。 

 

１ 概要 

 令和 6（2024）年 4 月の証明ガイドラインの改正により、ＧＨＧ基準が適用される木質バイオマス

発電所（※）に国内で生産された木質バイオマスを供給するチップ製造業者、ペレット製造業者、そ

の原料となる原木を供給する素材生産業者等は、証明ガイドラインに基づいて発行している証明書に

ＧＨＧ関連情報（原料区分、トラック最大積載量、輸送距離等）を追記することが必要となりまし

た。 

 証明ガイドラインに基づく認定団体においては、事業者認定を受けている者がＧＨＧ関連情報を正

しく収集・管理・伝達できるかどうかを審査した上で認定し、検査の実施や実績の取りまとめ、公表

等により、信頼性の確保を図ることとされています。 

 木質バイオマス発電所においては、こうしたサプライチェーンを通じて提供されるＧＨＧ関連情報

を得て、燃料調達業者ごとのライフサイクルＧＨＧを算定して公表することとなります。 

 

（※）令和 4（2022）年度以降の FIT/FIP 制度の 1,000ｋＷ以上の事業計画認定に当たっては、ライフ

サイクルＧＨＧ排出量の基準を満たすことが要件とされています。また、令和 3（2021）年度までの

既認定案件についても、1,000ｋＷ以上であって令和 4（2022）年度以降に燃料調達計画変更の認定を

受けた場合は、使用する燃料の全てについて同基準の適用を受けることになります。 

 なお、令和 8（2026）年 3 月 31 日までの間は、経過措置としてライフサイクルＧＨＧに関する措置

の適用は猶予されます。ただし、令和 4（2022）年度以降の新規認定案件については、経過措置期間

であっても、運転開始までに当該措置を講じることが必要とされています。 

 

資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン（バイオマス発電）」 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guid

eline_biomass.pdf 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_biomass.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_biomass.pdf
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２ ライフサイクルＧＨＧ基準と計算方法 

（1）ライフサイクルＧＨＧとは 

 バイオマス発電に係るライフサイクルＧＨＧとは、バイオマス燃料の栽培から最終的な燃料利用に

至るまでに排出される温室効果ガス（二酸化炭素等）の総量を指すものです。 

 具体的には、原料収集、原料輸送、チップ加工、チップ輸送、発電に際して使用される化石燃料の

燃焼等に伴って発生する温室効果ガスを発電した電力当たりのＣＯ２換算量（ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力）

で表されます。 

 木質バイオマス発電に用いられる燃料材は、森林整備のための間伐や製材用材等の生産に伴って発

生する低質材が主な原料となるため、現時点では、栽培工程はカウントしないケースがほとんどで

す。燃料材の生産を目的に造成された森林については、栽培工程もカウントすることとされていま

す。 

 

 

           図１ ライフサイクルＧＨＧの考え方 

 

（2）FIT/FIP 制度におけるライフサイクルＧＨＧの削減水準 

FIT/FIP 制度におけるライフサイクルＧＨＧについては、2030 年のエネルギーミックスを想定した

火力発電のライフサイクルＧＨＧである 180ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力をベースに、2030 年度に使用する燃

料については 70％削減（54ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力）の達成を要求され、これを前提に 2029 年度までは

50％削減（90ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力）を達成することとされています。 

 

（3）算定方法・既定値 

 ライフサイクルＧＨＧの算定は、栽培、加工、輸送、発電のそれぞれの工程における排出量の合計

を発電効率で除して算定することとされています。 

 それぞれの工程の排出量については、資源エネルギー庁によって「既定値」が設定されています。 

 既定値については、原料の区分として「林地残材等」、「その他伐採木」、「製材等残材」の３つを設

けています。この区分を設けているのは、それぞれの区分によって工程に違いがあり、かつ、ＧＨＧ

算定の対象とする既定値が異なることによるものです。 
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 FIT/FIP 制度の調達価格の区分との関係では、「間伐材等由来の木質バイオマス」はほぼ「林地残材

等」に、「一般木質バイオマス」は「製材等残材」と「林地残材等」とに区分されることになります。 
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        図２ 国内木質チップのＧＨＧ算定に用いる既定値 

 

 

      図３ 国内木質ペレットのＧＨＧ算定に用いる規定値 
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「その他伐採木」は、燃料材生産を目的とするものとして栽培工程のＧＨＧをカウントすることにな

りますので、現時点では該当するものが少ないと考えられますが、主伐時の林齢の確認が必要となり

ます。 

 輸送工程（林地残材収集）や加工工程は固定値ですが、原木の輸送、チップの輸送、ペレットの輸

送については、それぞれの輸送距離とトラック最大積載量に応じた数値が設定されています。（図２、

図３） 

 

３ 「バイオマス証明」によるＧＨＧ関連情報の伝達 

（1）考え方 

 国内で生産された木質バイオマスを燃料とする木質バイオマス発電所においては、燃料供給業者

（チップ製造業者、ペレット製造業者）からＧＨＧ関連情報として、原木輸送、チップ又はペレット

加工、チップ又はペレット輸送のそれぞれの工程に係るデータを得る必要が生じます。 

 燃料供給業者においては、原木輸送に係るデータを素材生産業者から得る必要が生じます。 

 素材生産業者が発行するバイオマス証明においては、「物件（森林）所在地」ではなく「輸送の起

点」（山土場等）からチップ工場/ペレット工場までの原木の輸送距離及びトラック最大積載量を記載

することとなります。 

 燃料供給業者が発電所に対して発行するバイオマス証明についても、輸送の都度発行することとさ

れていますので、加工施設から発電所までの距離、チップ/ペレットを輸送するトラックの最大積載量

を記載することとなります。 

 こうしたことから、ＧＨＧ基準が適用される木質バイオマス発電所に納入する燃料材及びその原料

となる原木に係るバイオマス証明において、ＧＨＧ関係情報を追記することにより、発電所へのＧＨ

Ｇ関連情報の伝達が可能となります。 

 

（2）素材生産業者等によるＧＨＧ関連情報（原木） 

 素材生産業者が発行するバイオマス証明については、以下の参考様式（参考１）に示すように、「間

伐材等由来」、「一般木質」、別に作成します。具体的なＧＨＧ関連情報は次のとおりです。 

 

① 原料区分 

 「林地残材等」、「その他伐採木材」の別を記載します。 

 「その他伐採木」は、上記２（3）に記載したとおり、燃料材生産を目的とする伐採の場合となり、

ＧＨＧ算定の際に栽培工程の値を加えることになります。 

 

② 原料輸送区分 

 原木輸送に係るＧＨＧ算定は、原木を輸送する際に使用するトラックの最大積載量と輸送距離によ

って定められた既定値を使用することになりますので、既定値を選択する因子であるトラック最大積

載量及び輸送距離について該当するものを選択します。 

 輸送距離は、「輸送の起点」（山土場等）からチップ工場/ペレット工場までの片道距離（直線距離で

はなく実走行距離。Ｇooglemap や国土地理院地図によって走行距離を計測することが可能です）によ

る区分を選択します。 
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（参考 1） 

 

国有林からの出材の場合：例２ 

伐採段階における一般木質バイオマスの場合：別記１－１ 

伐採造林届出等を必要としない木材等の発生段階における一般木質バイオマスの場合：別記１－２ 
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なお、素材生産業者が原木を木材市場に輸送し、さらに木材市場からチップ工場に原木を輸送した

場合は、両方の輸送距離を加えた距離の区分を選択します。 

トラック最大積載量は、原木を積載したトラックの最大積載量に該当する区分を選択します。 

最大積載量の異なる複数のトラックによって原木輸送を行った場合は、それぞれの工程ごとに既定

値を求め按分するか、既定値が最も大きい最大積載量の小さいトラックの区分を選択するかのいずれ

かの方法によるものとします。 

 

（3）加工事業者によるＧＨＧ関連情報（チップ、ペレット） 

 チップ製造業者、ペレット製造業者が発電所に対して発行するバイオマス証明については、以下の

参考様式（参考２）に示すように、原木の場合と同様「間伐材等由来」、「一般木質」、別に作成しま

す。具体的なＧＨＧ関連情報は次のとおりです。 

  

① 原料区分 

 様式中の「３ ＧＨＧ関連情報」の（１）原料区分、原料輸送区分の表にある原料区分欄に「林地

残材等」、「その他伐採木」、「製材等残材」の区分を記載します。 

 なお、製材工場残材の場合は、別記２－３の様式のように製材工場から発行された証明書を根拠と

します。（参考３） 

 

② 原料輸送区分 

 ①と同様に、関連情報表中の原料輸送区分欄に、素材生産業者から伝達されたバイオマス証明に記

載されている原木の輸送距離及びトラックの最大積載量の区分を記載します。 

 なお、原木を受け入れた時期と発電所にチップ/ペレットを納入する時期との間にタイムラグ（原木

のストック期間）が生じることがありますので、納品するチップ/ペレットの原料となる原木に係るＧ

ＨＧ情報を記載することに留意しなければなりません。 

 なお、同時期に複数の生産現場から原木を仕入れ、又は最大積載量の異なるトラックが輸送に使用

される場合は、分別管理（距離や最大積載量トラックごとにヤードを分け、チッピングを別にする）

や、それぞれごとに製造したチップ/ペレットについて個別に証明する方法が最も詳細な情報となりま

す。しかしながら、現実には、そうした分別管理を行うヤードの設置場所などに一定の限界がありま

すので、最も輸送距離の長い区分と最大積載量の最も小さいトラックをもって全体量を包括する方法

も許容されます。この場合、実際に排出したＧＨＧ量に比べ高い値となることから、バイオマス発電

所におけるＧＨＧ排出量が基準値を上回らないよう、算定方法について発電所との意思疎通が必要で

す。 



10 

 

 

 

 

③ 構成比 

 納入するチップ/ペレットが、複数の原料区分、原料輸送区分のものから製造されている場合、それ

ぞれの比率（表中に記載された原料区分、原料輸送区分の合計が 100％となる）を記載します。 

 構成比を明らかにすることにより、複数の原料輸送区分が存在した場合であっても、納入されるト

ラックごとに燃料材のＧＨＧ排出量の算定が可能となります。なお、構成比を記載することにより、 

一定期間内の原木ストックから製造するチップ/ペレットの発電所への納入について、原木輸送工程に

係るＧＨＧ排出量の算定に当たって、既定値の加重平均によって求めることも許容されます。 
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（参考２） 
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（参考３） 

 
 

④ 加工区分 

 納入する燃料がチップであるのかペレットであるかの区分を記載します。この場合、ペレットにつ

いては、その乾燥工程で利用する熱エネルギーが化石燃料によるものなのか、バイオマス燃料による

ものなのかの区分も記載します。 

 

⑤ 製品輸送区分 

 燃料加工施設（チップ工場、ペレット工場）からバイオマス発電所までの片道距離とトラックの最

大積載量に応じた区分を記載します。 
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          図４ ライフサイクルＧＨＧの算定方法 

 

 （算定方法の説明） 

 国内の林地残材をチップ加工して燃料利用する場合のライフサイクルＧＨＧは、該当する既定値

（図２）を用いて算出することができます。 

 林地残材の場合、栽培工程でのＧＨＧは計上する必要はありませんので、 

① まず、輸送工程（林地残材収集）のＧＨＧ既定値として「1.65」を適用します。これは、末木枝

条などの収集であっても、低質材丸太の搬出であっても同じ値を用いることができます。 

② 次に、輸送工程（原木輸送）のＧＨＧとして、輸送の起点（山土場等）からチップ工場までの輸

送距離（50ｋｍ以下適用の場合）と原木を輸送するために使用するトラックの最大積載量（4 トン車

以上適用の場合）から求めた既定値である「3.01」を用います。 

③ チップ工場における加工工程（破砕）に係るＧＨＧ規定値は「4.39」です。工場での加工にかか

わらず移動式チッパーなどによって屋外でチップに加工する場合も同じ既定値を用います。 

④ 次はチッピングしたチップを発電所まで輸送する輸送工程（チップ輸送）に要するＧＨＧについ

ては、発電所までの輸送距離（50ｋｍ以下適用の場合）とトラックの最大積載量（20 トン車以上適用

の場合）から求めた「0.81」を用います。 

⑤ 最後に発電段階での既定値である「0.41」を加えます。 

一連のチップ供給に係るＧＨＧ量は、①～⑤までの和である「10.27」となります。 

⑥ そして⑤の値を発電効率（22％の場合）で除した値である「46.68」が、当該木質バイオマス発電

所におけるライフサイクルＧＨＧとなります。 

求められるＧＨＧ基準として、2030 年度に使用する燃料については石炭火力発電所の 2030 年度目

標 180g-ＣＯ２eq/МJ 電力の 70％削減（54ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力）の達成を要求され、これを前提に

2029 年度までは 50％削減（90ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力）を達成することとされています。こうしたこと

から、上記の例では、2030 年度目標である 54ｇ-ＣＯ２eq/МJ 電力を下回っていますので、2030 年度

までに原木輸送及びチップ輸送の工程におけるＧＨＧ排出量の増加あるいは発電効率の低下が無けれ

ば継続的な稼働が可能ということになります。 
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４ 認定団体の対応 

 証明ガイドラインでは、証明書の連鎖という信頼性の確保については主として業界団体による事業

者の認定という方法によって行うこととしています。このため、事業者の属する業界団体等が事業者

からの申請によって当該事業者の証明ガイドラインに基づく業務内容が適切であることを認定するこ

ととしています。こうした認定を行う業界団体等を「認定団体」と呼びます。また、認定を受ける事

業者を「認定事業者」と呼びます。なお、発電用の木質バイオマス供給に関わっている事業者であっ

て、業界団体に所属しない事業者や所属している業界団体が認定を行っていない場合は、会員外の事

業者を認定している認定団体に認定してもらう必要があります。 

 認定団体においては、燃料の由来証明と同様にライフサイクルＧＨＧに関する基準の適用に当たっ

ても、ＧＨＧ基準が適用される発電事業者が使用する燃料材の供給に関わっている認定事業者が提供

するＧＨＧ関連情報について、適切に収集・管理・伝達できることについての信頼性を確保するため

の措置を講じる必要があります。具体的には、認定事業者によるＧＨＧ関連情報の適切な収集・管

理・伝達に関する審査・認定、指導を行います。 

 なお、ライフサイクルＧＨＧ確認の適用対象となる発電施設は、令和 4（2022）年度以降に FIT/FIP

認定を受けた 1,000ｋＷ以上の発電案件及び令和 3（2021）年度までに既認定案件であって燃料調達計 

画の変更認定を受けた、あるいは受ける 1,000ｋＷ以上の発電案件であり、稼働中の発電施設にあっ

てもＧＨＧ算定の対象となることがあることに留意しなければなりません。また、令和 8（2026）年 3

月 31 日までは経過措置としてＧＨＧ情報を確認できる措置の適用は猶予されているものの、令和 4

（2022）年度以降の新規認定案件にあっては、令和 8（2026）年 3 月 31 日以前に運転が開始される場

合は、その発電に使用される燃料材に係るＧＨＧ情報が求められます。 

 こうしたことから、認定団体は、認定事業者に対して発電事業者側からの調達契約の打ち切りとい

った不利益が生じないよう、証明ガイドラインの改正内容に基づき、予め余裕をもってＧＨＧ情報に

関する対応が行えるようにしておくことが必要です。 

 

（1）自主行動規範及び事業者認定実施要領の変更 

認定団体が従来から定めている「発電利用に供する木質バイオマスの証明に関する自主行動規範」

について、ＧＨＧ関連情報の適切な取扱いに関する内容を追加する形で改正を行い、認定事業者から

の申請に応じてＧＨＧ情報の確認業務を行えるようにしておく必要があります。自主行動規範の改正

に当たっては、証明ガイドライン別記３に示されている自主行動規範の例を参考にして下さい。（参考

４） 

なお、認定事業者がＧＨＧ基準の適用となる発電事業者に燃料材を供給することが将来にわたって

無いと判断される場合は、改正の必要はありません。 

また、「発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定実施要領」（以下、「事業者認定実

施要領」という。）についても、ＧＨＧ関連情報の適切な収集・管理・伝達に係る認定審査等に関する

事項を追加して定めておくことが必要です。 

 以下は、認定団体が定める事業者認定実施要領の例について説明するものです。 
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（2）認定 

 ＧＨＧ関連情報の管理に係る事業者の認定要件として、次のように定めるものとされています。 

「国内木質バイオマスのＧＨＧ関連情報の収集・管理・伝達を行う場合は、ＧＨＧ関連情報のある木

質バイオマスの管理に必要な保管場所を有していること。また、責任者が選任されており、ＧＨＧ関

連情報の収取・管理・伝達に係る方法が定められていること。」 

 保管場所については、少なくともＧＨＧ関連情報を持つものと持たないものの両方を扱う場合、ヤ

ードを分けて管理する必要があります。なお、両方を扱う場合にあっても、ＧＨＧ関連情報が求めら

れない燃料に関しても関連情報を取得しておくことによって同じヤードで取り扱うことが可能となり

ます。 

 また、初回の認定に当たっては、現地審査を実施すること（オンライン審査も可）とされていま

す。 

 

（3）事業者認定書の公布 

 認定書には、ＧＨＧ関連情報の収集・管理・伝達に係る認定を含む旨を追記します。（参考５） 

 認定を受けた事業者に対して付する団体認定番号は、ＧＨＧ関連情報の収集・管理・伝達に係る認

定を受けた場合は、その旨が判別できる番号とすることとされています。 

 

（4）検査等 

通常の検査、指導に加え、ＧＨＧ関連情報の収集・管理・伝達に係る認定を受けた事業者に対して

は、認定の翌年度以降毎年度（更新の認定を行う年度を除く）、書類検査を実施することとされていま

す。 

 

（5）認定団体における対応のスケジュール感 

・令和 7（2025）年春まで 認定団体の自主行動規範等改正 

・令和 7（2025）年夏   認定事業者によるＧＨＧ認定の取得 

・令和 7（2025）年秋から 認定事業者による伐採・原木乾燥 

・令和 8（2026）年冬から 認定事業者によるチップ製造・発電所への納材 

・令和 8（2026）年 4 月  発電開始 

（令和 4（2022）年度以降の新規認定要件であって、令和 8（2026）年度 4 月以前に発電を開始する発

電所にあっては、その燃料についてＧＨＧ対応が必要となります。） 
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（参考４） 

別記３ 自主行動規範の例  

発電利用に供する木質バイオマスの証明に関する自主行動規範 

 ○ ○ 団 体  

                                  平成 年 月 日 

 

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成 23 年法律第 108 号。以下、「再エ

ネ特措法」という。）に基づく平成 29 年３月 14 日経済 産業省告示第 35 号（以下「告示」という。）

第６条において、再生可能エネル ギー発電設備の区分ごとの調達価格等が定められ、木質バイオマス

についても、「森林における立木竹の伐採又は間伐により発生する未利用の木質バイオマス（輸入され

たものを除く。）」（以下「間伐材等由来の木質バイオマス」という。）を電気に変換する設備、「木質バ

イオマス」（以下「一般木質バイオマス」という。）を電気に変換する設備、「建設資材廃棄物」を電気

に変換する設備について、それぞれの区分ごとに調達価格等が定められているところである。  

この区分の下では、間伐材等由来の木質バイオマス、一般木質バイオマスについて適切な識別・証

明が行われなければ、調達価格等が適正に適用されない事態も懸念される。また、木質バイオマスに

ついては、間伐材等で未利用のものが大量に発生している一方で、既に相当部分が製材、合板、木質

ボード、製紙用等に供されていることから、このような既存利用に影響を及ぼさないよう適切に配慮

していく必要がある。 

 このようなことを踏まえ、再エネ特措法に基づく FIT・FIP 制度に対する消費者の信頼を確保する

とともに、発電の燃料としての間伐材等由来の木質バイオマスや一般木質バイオマスが、円滑に、か

つ、秩序をもって供給されることに資するよう、発電燃料となる間伐材等由来の木質バイオマス、一

般木質バイオマス及びこれらを原料とするチップ等の供給者が、その証明に取り組むに当たっての自

主行動規範を制定し、ここに公表する。 

 また、令和４年度以降の FIT・FIP 認定案件（1,000kW 以上）については、ライフサイクル GHG の

基準が適用されるところ、発電事業者による GHG の算定に必要な情報が適切に収集・管理・伝達され

るよう、国内で発生する木質バイオマスの供給者が取り組むべき事項についても併せて定めるものと

する。 

 

（間伐材等由来の木質バイオマス及び一般木質バイオマスの証明のための事業者の認定） 

林野庁が策定、公表した「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に示し

た業界団体の評価・認定を得て行う証明方法（団体認定方式）に関連して、「発電利用に供する木質バ

イオマスの証明に係る事業者認定実施要領」を別途定め、○○団体の会員事業者の認定を行い、間伐

材等由来の木質バイオマス及び一般木質バイオマスであることが証明された、発電利用に供される木

質バイオマスの供給に努めるものとする。 

また、国内木質バイオマスを使用した発電案件のライフサイクル GHG の算定に必要な情報の収集・

管理・伝達の取組についても、会員事業者の申請に基づき認定を行うものとする。 

 

注：赤文字部分が追記部分 
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（参考５） 

【別記２】（事業者認定書の様式（例））  

発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定書 

 平成 年 月 日 

 殿 

 ○ ○ 団 体 

平成 年 月 日付けで申請のありました発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定申

請について、○○団体の事業者認定実施要領に基づき、下記のとおり認定します。 

【GHG 関連情報の収集・管理・伝達について認定する場合】 

今回の認定には、GHG 関連情報の収集・管理・伝達に係る認定を含みます。 

 

記 

 

団体認定番号 ：  

事業者の所在地： 

事業者の名称 ： 

代表者の氏名 ： 

認定の有効期間： 平成 年 月 日～平成 年 月 日  

（注）申請内容に変更があった場合は届け出てください。 

 

 

５ 認定事業者の対応 

（1）分別管理、ＧＨＧ関連情報及び書類管理の方針 

 従来、認定事業者においては、「分別管理及び書類管理方針書」を定めていますが、ＧＨＧ関連情報

を取り扱う場合は、その管理等の方針を定める必要があります。（参考６） 

 従来の分別管理責任者は、分別管理・ＧＨＧ関連情報管理等責任者として、ＧＨＧ関連情報の管理

等を合わせて担当することになります。 

 チップ製造業者、ペレット製造業者においては、以下のような対応が必要となります。（※ＧＨＧ関

連情報の確実性を確保した上で合理的な管理方法を選択することはあり得ます。） 

 ① 原木の入荷に際し、素材生産業者がＧＨＧ関連情報を含む認定を受けている者であるかどう

か、ＧＨＧ関連情報が適切に記載されているかどうかについて確認すること。 

 ② ＧＨＧ関連情報を付している原木と、それ以外の原木とを取り扱う場合、それぞれの原木を区

分し、ヤードを区分することによる分別管理を行うこと。 

 ③ ＧＨＧ関連情報を付している原木について、原料区分、輸送距離、トラック最大積載量の各因

子によって分別管理を行うことが必要な場合は、適切な区分によりヤードを区分すること。 

 ④ 上記①～③によって分別管理を必要とする場合は、出荷までの管理を適切に行うこと。 

 ⑤ 出荷に当たっては、ＧＨＧ関連情報を適切に伝達すること。 

 ⑥ 関係書類についても、上記①～③により必要となる場合は、ＧＨＧ関連情報に関する管理を適

切に行うこと。 
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（2）事業者認定申請 

 ＧＨＧ関連情報を扱うこととなる場合は、従来の事業者認定を受けていても、ＧＨＧ関連情報の管

理等を含む認定を受け直す必要があります。 

 具体的には、上記（1）の「分別管理、ＧＨＧ関連情報及び書類管理方針書」を作成し、それを添付

して認定申請を行います。（参考７、参考８） 

 

（3）バイオマス証明の発行 

 バイオマス証明書の発行に当たり、ＧＨＧ関連情報を追記することになります。具体的には、上記

３の（2）及び（3）のとおりです。 

 

（4）ＧＨＧ情報の管理等 

 上記（1）の「分別管理、ＧＨＧ関連情報及び書類管理方針書」に従い、ＧＨＧ関連情報の管理等を

適切に行います。 

 発電事業者からの照会等に備え、証明書、納品書及び管理簿等の関係書類は 5 年間整理保管するこ

ととされています。 

 認定団体に対する実績報告においては、ＧＨＧ関連情報を伴うものの数量も取りまとめて示すこと

とされています。 

 

 

（参考６） 

【別添１-２】 分別管理、GHG 関連情報管理等及び書類管理方針書（例） 

   ○○ 事 業 者  

年 月 日作成 

本方針書は、○○団体が作成した「発電利用に供する木質バイオマスの証明に関する自主行動規範

（○年○月○日）」を受け、間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスであると証明され

た木材の供給に当たって必要となる分別管理の方針を定めたものである。また、併せて、GHG 関連情

報の収集 ・管理・伝達（以下、「GHG 関連情報の管理等」という）の方針を定めたものである。 

 

 

（適用範囲） 

本方針書は、当社製材工場において、原木及び当該原木を原料として製造するチップ等の取扱いに

当たって適用する。 

 

（分別管理・GHG 関連情報管理等責任者） 

 ・分別管理、GHG 関連情報の管理等を適切に行うため、○○○○（氏名）を分別管理・GHG 関連情報

管理等責任者として定める。 

 ・分別管理・GHG 関連情報管理等責任者は、間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマス

の適切な分別管理、GHG 関連情報の管理等及びその実施状況の点検を、責任をもって行うものとす

る。  
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（分別管理の実施） 

 ・原木の入荷に当たっては、納品書等により間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマス

であるか否かを確認する。  

・原木の保管に当たっては、間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスとそれ以外の木

材が混在しないように、それぞれの保管場所をテープや標識等により明示する。 

 ・チップ加工等に当たっては、間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスとそれ以外の

木材が混在しないように加工する。 

 ・チップ等の出荷に当たっては、間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスであること

を確認の上、納品書に記載する。 

 ・製材品の保管に当たっては、間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスを原料として

製造したチップ等と、それ以外の木材を原料として製造したチップ等が混在しないように、それぞれ

の保管場所をテープや標識等により明示する。 

 

 （GHG 関連情報の管理等の実施） 

 ・原料等の入荷がある場合は、入荷時に GHG 関連情報の有無を確認し、GHG 関連情報がある場合

は、（４）に定める認定を受けている事業者から納入されたものであることを確認する。 

 ・GHG 関連情報がある場合は、当該情報の内容（原料区分、輸送のトラック最大積載量、輸送距離

等）に応じた分別管理等により、入荷から出荷まで GHG 関連情報を適切に管理する。 

 ・出荷する木質バイオマスに係る GHG 関連情報を整理し、納入ごとに書面（電子媒体も可）により伝

達する（由来証明と同時に伝達することを原則とする）。 

 ・入出荷及び在庫に係る GHG 関連情報の管理簿を備え付けるとともに、関係書類を５年間保存する。  

 

（書類管理） 

 ・分別管理・GHG 関連情報管理等責任者は、間伐材等由来の木質バイオマス、一般木質バイオマス及

びそれ以外の木材それぞれに係る原木消費量及び製品生産量を実績報告（GHG 関連情報を伴うものの

数量を含む。）として取りまとめる。 

 ・間伐材等由来の木質バイオマス又は一般木質バイオマスの入出荷及び在庫に関する情報（GHG 関連

情報を伴うものの情報を含む。）が把握できるよう管理簿を備え付け適切に記載する。  

・証明書、納品書及び管理簿等の関係書類は、５年間整理保管する。 

                                         以上 

  



20 

 

（参考７） 

【別記１】 （事業者認定申請書の様式（例）） 

 発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定申請書 

 平成 年 月 日 

 ○○団体 殿 

（申請者） 

 事業者の所在地： 

 事業者の名称 ： 

 代表者の氏名 ： 

 

貴団体の認定を得て発電利用に供する木質バイオマスの証明を行いたいので、発電利用に供する木

質バイオマスの証明に係る事業者認定実施要領に従い、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

【GHG 関連情報の収集・管理・伝達に係る認定を受ける場合】 

 今回の申請には、GHG 関連情報の収集・管理・伝達に係る認定を含みます。 

 

記 

 

 １ 創業年、従業員数 ： 

 ２ 取り扱う木材・木材製品の主要品目、年間取扱数量 ：（別添：適宜作成） 

 ３ 事業所の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置状況：（別添：適宜作成） 

 ４ 分別管理及び書類管理の方針（GHG 関連情報の収集・管理・伝達についても認定を受ける場合

は、「分別管理、GHG 関連情報管理等及び書類管理の方針」） ：（別添１） 

 ５ その他（注） ：（別添：適宜作成）  

注：その他には、資格（ＩＳＯ、ＪＡＳ等）を持っていれば記入してください。 
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（参考８） 

【別記１ア】（事業者認定申請書（継続）の様式（例）） 

 発電利用に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定申請書（継続） 

 平成 年 月 日 

 ○○団体 殿 

 （申請者） 

  事業者の所在地： 

 事業者の名称 ： 

 代表者の氏名 ： 

 認定番号 ： 

 

貴団体の認定を得て発電利用に供する木質バイオマスの証明を継続して行いたいので、発電利用

に供する木質バイオマスの証明に係る事業者認定実施要領に従い、下記のとおり関係書類を添えて

申請します。 

【GHG 関連情報の収集・管理・伝達についても認定を受ける場合】  

今回の申請には、GHG 関連情報の収集・管理・伝達に係る認定を含みます。 

 

記  

 

１ 創業年、従業員数  

２ 取り扱う木材・木材製品の主要品目、年間取扱数量 

３ 過去３年間の発電利用に供する木質バイオマスの取扱実績量 

４ 事業所の敷地、建物及び施設（土場、倉庫等）の配置状況  

５ 分別管理及び書類管理の方針（GHG 関連情報の収集・管理・伝達についても認定を受ける場合は、

「分別管理、GHG 関連情報管理等及び書類管理の方針」）  

６ その他（注）  

注：その他には、資格（ＩＳＯ、ＪＡＳ等）を持っていれば記入してください。 

 

  



22 

 

６ 発電事業者における対応 

（1）発電事業計画の認定申請時の取扱い（参考９） 

 木質バイオマス発電事業を開始しようとする者は、事業計画の認定申請に当たり、予定するサプラ

イチェーンごとに燃料材の輸送距離等に応じたライフサイクルＧＨＧを算定して基準値を下回ること

を示すことが必要になります。 

このため、「バイオマス原料・燃料の調達及び使用計画書」におけるバイオマス燃料の入手ルートの

検討に当たり、燃料供給業者（チップ製造業者、ペレット製造業者、素材生産業者）との調整によ

り、予定する燃料の輸送距離、使用するトラックの最大積載量を把握する必要があります。 

既に事業計画の認定を受けている木質バイオマス発電所が、燃料調達計画の変更認定を受けようと

するときも、同様の手続きが必要となります。 

事業計画の認定申請（変更認定申請）に際しては、未だＧＨＧ関連情報が付された燃料の供給が開

始されていないので、燃料供給事業者は、利用しているトラックの最大積載量、今後想定される原木

輸送の起点（山土場等）からチップ工場までの輸送距離等に関する情報を発電事業者に伝える必要が

あります。 

発電事業者においては、そうして得られた情報を用いて、予定される調達先を想定したライフサイ

クルＧＨＧを算定して、基準値を下回ることを申告することになります。 

 

（2）運転開始後の対応 

 ＧＨＧ基準が適用される発電所においては、運転開始後、調達バイオマスごとにライフサイクルＧ

ＨＧが基準値を下回ることを把握できる情報を含む証票を確認し、事業実施期間にわたりその書類を

保存しておく必要があります。また、経済産業大臣の求めに応じて、関係証票を提出できる状態にし

ておくこととされています。加えて、使用しているバイオマス燃料のライフサイクルＧＨＧの算定結

果及び算定根拠について、発電所のホームページ等で情報公開することとされています。 
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（参考９） 

資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン（バイオマス発電）」 2024 年 4 月改訂 

第 2 章 適正な事業実施のために必要な措置 

 第 1 節 企画立案  

 ３．燃料の安定調達に関する計画の策定及び体制の構築 

 ②(3) 森林における立木竹の伐採又は間伐により発生する未利用の木質バイオマス及び一般木質バ

イオマスについては、燃料のサプライチェーン上の各社において、ライフサイクル GHG を確認できる

基準に基づく認定等を取得すること。さらに、予定する調達先を想定した各バイオマスのライフサイ

クル GHG を算定して申告し、基準値を下回ることを申告すること。また、運転開始後についても、調

達バイオマス毎にライフサイクル GHG が基準を下回ることを確認できる情報を含む証票を確認し、事

業実施期間にわたりその書類を保存するとともに、経済産業大臣の求めに応じて、提出できる状態と

しておくこと。加えて、使用しているバイオマス燃料のライフサイクル GHG の算定結果及び算定根拠

について、自社のホームページ等で情報公開すること。〔※再エネ特措法施行規則第 5 条第 1 項第 11

号ハ(1)〕 

（中略） 

 ⑧ ②(3)については、2026 年 3 月 31 日までの間は経過措置として、ライフサイクル GHG を確認で

きる認定等の取得を猶予する。（中略）なお、経過措置期間にあっても、2022 年度以降の新規認定案

件については 運転開始までにはライフサイクル GHG を確認できる基準に基づく第三者認証等を取得す

るものとする。 

 

※ ハ当該認定の申請に係る発電に利用するバイオマスを安定的に調達することが見込まれるものと

して、次に掲げる基準に適合すること。 

（１）調達するバイオマスについて持続可能性が確保されていることが確認できること。 

 

【解説】 

②(3)、③(4)、④(4)、⑤(4)について、ライフサイクル GHG 排出量の基準は、比較対象電源のライフ

サイクル GHG を 2030 年のエネルギーミックスを想定した火力発電のライフサイクル GHG である 180g-

CO2eq/MJ 電力とする。比較対象電源のライフサイクル GHG に対する削減率は、2030 年度に使用する燃

料については 70％削減を達成することを要求する。これを前提に、②(3)、③(4)、④(4)については

2022 年度以降の認定案件に対し、2023 年 4 月 1 日から 2030 年 3 月 31 日までの間、（中略）間につい

て、燃料調達毎に 50％削減を達成することを要求し、これらの基準を満たすことを FIT/FIP 制度の認

定の要件とする。また、②(3)、③(4)、④(4)については 2021 年度までの既認定案件（中略）につい

ても、燃料の計画変更の認定を受ける場合には、使用する全ての燃料についてライフサイクル GHG 排

出量の基準の適用を受けるものとする。 

 ただし、以上のライフサイクル GHG 排出量の基準の確認対象とするのは、1,000kW 以上の案件に限

る。  

②(3)、③(4)、④(4)について、バイオマス燃料のライフサイクル GHG 排出量の計算方法は、

「FIT/FIP 制度におけるライフサイクル GHG 計算方法」を参照すること。また、ライフサイクル GHG
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排出量の値については、「FIT/FIP 制度におけるバイオマス燃料のライフサイクル GHG 排出量の既定値

について」を参考とすることができる。 

ライフサイクル GHG 排出量に係る情報公開について、その頻度は、運転開始日から 1 ヶ月が経過し

た日に初回の公開を行うこととし、その後は原則毎年６月末日を目途に公開情報を更新すること。   

ライフサイクル GHG 排出量の基準の確認対象とならない案件についても、ライフサイクル GHG 排出

量の基準に照らした最大限の排出削減に努めること。また、全ての認定案件について、透明性の観点

から、当該自主的取組について自社のホームページ等での情報公開及び業界団体等への報告に努める

こと。 ②(3)について、ライフサイクル GHG の確認ができることを証明すること。現時点において 

FIT/FIP 制度における森林における立木竹の伐採又は間伐により発生する未利用の木質バイオマス及

び一般木質バイオマスのライフサイクル GHG（サプライチェーン上の伝達情報）を確認できると認め

られる認定等は、林野庁の「発電利用に供する木質バイオマスの証明のためのガイドライン」に基づ

く認定である。情報公開すべき算定根拠は、サプライチェーン上の伝達情報及び発電効率等とし、バ

イオマス発電事業者がライフサイクル GHG を確認できる基準に基づく認証を取得している場合は、発

電効率等についての情報公開は不要とする。 

 

 

７．ＧＨＧ排出量に関する基準の自主的取組について 

以上、説明したとおり、令和 4（2022）年度以降の FIT/FIP 制度の 1,000ｋＷ以上の事業計画認定に

当たっては、ライフサイクルＧＨＧ排出量の基準を満たすことが要件とされました。また、令和 3

（2021）年度までの既認定案件についても、1,000ｋＷ以上であって令和 4（2022）年度以降に燃料調

達計画の変更認定を受けた場合は、使用する燃料の全てについて同基準の適用を受けることになりま

す。 

一方、ライフサイクルＧＨＧ基準適用とならない認定案件についても、自主的取組としてライフサ

イクルＧＨＧに関する情報開示及び報告が求められることとなっています。自主的取組の内容につい

ては、木質バイオマス発電の場合、関係する業界団体（バイオマス発電事業者協会、日本木質バイオ

マスエネルギー協会）に報告のうえ、当該団体が取りまとめて資源エネルギー庁に報告することにな

ります。（参考１０） 

なお、木質バイオマスエネルギー協会では、会員向けに自主的取組用のライフサイクルＧＨＧ算定

シートを提供しています。 

 

（参考１０） 

資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン（バイオマス発電）」 2024 年 4 月改訂 

【解説】 

 ライフサイクルＧＨＧ排出量の基準の確認対象とならない案件についても、ライフサイクルＧＨＧ

排出量の基準に照らした最大限の排出削減に努めること。また、全ての認定案件について、透明性の

観点から、当該自主的取組について自社のホームページ等での情報公開及び業界団体等への報告に努

めること。 
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（補足）バイオマス原料・燃料の調達及び使用計画書の変更手続き 

 

 ライフサイクルＧＨＧ排出量の基準適用は、令和 4（2022）年度以降の FIT/FIP 制度の 1,000ｋＷ以

上の事業計画認定案件に加え、令和 3（2021）年度までの既認定案件についても、1,000ｋＷ以上であ

って令和 4（2022）年度以降に燃料調達計画変更の認定を受けた場合は、使用する燃料の全てについ

て同基準の適用を受けることになります。 

 このため、木質バイオマス発電の場合、燃料調達計画についてどのような事項の変更が「変更認定

申請」に当たるのかを理解しておく必要があります。 

 表１は資源エネルギー庁が示した事業計画変更内容ごとの変更手続の整理表の抜粋です。変更手続

きには「変更申請」と「変更届出」とがあり、前者の場合は既認定案件であっても基準の適用対象と

なります。 

 整理表によれば、「変更認定申請」の対象となるものとして、「燃料区分、燃料名（同じ調達価格区

分内での燃料の種類の変更を含む）」及び「バイオマス比率、バイオマス比率考慮後出力及び調達上限

比率の変更」が該当します。このうち、燃料供給側の要因が大きいのが前者です。 

「燃料区分、燃料名（同じ調達価格区分内での燃料の種類の変更を含む）」の変更とは、「バイオマ

ス燃料の調達及び使用計画書」の様式中の燃料区分及び燃料名の変更をいいます。（参考１） 

燃料区分、燃料名の項目には、再生可能エネルギー発電事業計画認定申請書 様式第１の第２表の

注書にあるとおり、木質の燃料区分として、Ｂ「間伐材等由来」、Ｃ「一般木質」、Ⅾ「建設資材廃棄

物」、Ｅ「一般廃棄物その他バイオマス」を記載し、燃料名として、「ボイラーや内燃機関等に投入す

る発熱を有する全ての燃料について具体的な燃料名を記載すること」とされています。 

 具体的に使用計画書でみると、様式には「１．バイオマス燃料の使用予定量の総括」の内訳とし

て、「２．国内の森林に係る木質バイオマス燃料の概況」と「３．国内の森林に係る木質バイオマス燃

料以外のバイオマス燃料の概況」とに区分されています。なお、３．については例示として、輸入木

材、（輸入木材等の）製材等端材、河川流木、剪定枝、ＰＫＳ、パーム油、建設資材廃棄物、一般廃棄

物等があげられています。（参考２）（参考３） 

 

表 1 事業計画変更内容ごとの変更手続の整理表（抜粋） 

 
   

 

変更
認定
申請

自薦
変更
届出

事後
変更
届出

卒FIT
事前
届出

燃料区分/燃料名（同じ調達価格区分
内での燃料の種類の変更を含む）

● ○
①バイオマス比率計算書
②バイオマス燃料（原料）調達及び使用計画書

「燃料（原料）調達及び使用計画書」に
おける燃料の収集・調達先

○ ○
①バイオマス比率計算書
②バイオマス燃料（原料）調達及び使用計画書

バイオマス比率、バイオマス比率考慮
後出力及び調達上限比率の変更

● ○
①バイオマス比率計算書
②バイオマス燃料（原料）調達及び使用計画書

最大のライフサイクルＧＨＧの値の変
更

○ ○
①バイオマス比率計算書
②バイオマス燃料（原料）調達及び使用計画書

資料：資源エネルギー庁「事業計画変更内容ごとの変更手続の整理表」の抜粋

注：●は調達価格/基準価格が変わる可能性のあるもの、○は調達価格/基準価格が変わらないもの

変更手続

添付書類等 備考

バイオマス燃料（原料）調達及び使用
計画書に記載されている添付書類も
必要です。

変更対象の項目

バイオマスの場合
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こうした燃料計画様式の区分は、２に計上された燃料が既存の木質材料の需要動向に影響を及ぼさ

ないこととされた燃料調達に関連するものであり、３に計上された燃料が上記以外であり、廃棄物処

理との扱いに関連するものの確認に利用することができる様式となっているものと理解することがで

きます。 

つまり、単に燃料区分に変更が無くても計画書に計上していなかった燃料を新たに調達する場合や

変更する場合も計画書の変更認定申請が必要となることになり、こうした場合は既認定案件の発電所

にあってもライフサイクルＧＨＧ基準が適用となります。 

 一方、「燃料（原料）調達及び使用計画書」における燃料の収集・調達先の変更は、事前の届出をす

ればよいこととなっていますので、同じ燃料の種類であれば、素材生産業者やチップ製造業者が変わ

っても計画の変更認定とはならず、既認定要件にあってはライフサイクルＧＨＧ基準の対象となりま

せん。 

 

（参考１） 

 

（注１）燃料区分・燃料名は、認定申請様式第１の第２表申請事業計画使用燃料一覧の燃料名を記載

すること。 

 



27 

 

（参考２） 

 

 

（参考３） 
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（参考４）再生可能エネルギー発電事業計画認定申請書 様式第１の第２表 

 

 

（注５２）燃料区分名は次の記号のとおり。 Ａ：メタン発酵ガス Ｂ：森林における立木竹の伐採又

は間伐により発生する未利用の木質バイオマス（輸入されたものを除く。） Ｃ：一般木質バイオマ

ス・農産物の収穫に伴って生じるバイオマス（製材等残材、輸入木材、農作物残さ等） Ｄ：建設資材

廃棄物 Ｅ：一般廃棄物その他バイオマス Ｆ：その他（助燃剤等） Ｇ：バイオマス液体燃料 

（注５３）燃料名の欄には、ボイラーや内燃機関等に投入する発熱を有する全ての燃料について具体

的な燃料名を記載すること。Ａ：メタン発酵ガスについては、メタン発酵ガスの原料名も記載するこ

と。 


